
市税の状況 市債の状況 

市有財産の状況 

健全化判断比率および資金不足比率 

　平成21年4月から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が全面施行され、これにより、地方公共団体は
毎年度、健全化判断比率を示す4つの指標と公営企業の資金不足比率を公表することが義務づけられました。そこ
で、平成23年度決算に基づく数値をお知らせします。（比率がない場合は、「－」となります。） 

…一般会計等が黒字か赤字かを示す指標 

…全会計でみた場合の黒字か赤字かを示す指標 

…一般会計等が負担する公債費の比率を示す指標 

…一般会計等が将来負担すべき負債の比率を示す指標 

…財政健全化への取り組みが必要となる基準値 

1.　健全化判断比率 2.　公営企業ごとの資金不足比率 

　平成23年度決算における健全化判断比率は、いずれ
も国の基準である早期健全化基準を下回っており、各公
営企業の資金不足比率も経営健全化基準を下回ってお
り、これらの比率において知立市は健全であるといえます。 

指標名 
実質赤字比率 
連結実質赤字比率 
実質公債費比率 
将来負担比率 

特別会計の名称 
下水道事業特別会計 
水道事業会計 

資金不足比率 
－ 
－ 

経営健全化基準 

20.0％ 

各比率 
― 
― 
3.1％ 
― 

早期健全化基準 
13.1％ 
18.1％ 
25.0％ 
350.0％ 

■知立市の財政状況を市民一人あたりで考えると… 

基礎数値（平成24年3月31日現在）　人口　70,451人 

市債残高（平成23年度末） 

　　　250億1,538万円 
　　　　　　　　（前年度比較　2億863万円増） 

基金 55億3,717万円（前年度比較 2億851万円増） 

◇平成23年度に使われたお金を一人あたりにすると 200億1,484万円÷70,451人＝284,096円 
◇皆さんが納めた市税を一人あたりにすると 111億7,320万円÷70,451人＝158,595円 
◇市債の残高は一人あたり 250億1,538万円÷70,451人＝355,075円 

　生活基盤となる道路、公園、下水道、学校など
を整備するときに、国などから借り入れるお金です。
市債には、将来的に利益を受けるであろう市民に
も返済を負担してもらい、世代間の公平を図ると
いう役割があります。 
　将来の財政負担が大きくならないように慎重に
事業を選択し、計画的な借入を行っています。 

※都市計画税は、都市計画事業や土地区画整理事業の費
用に充てることを目的とした税金です。平成23年度の
充当事業は次のとおりです。 

決算額 
44億4,265万円 
8億3,281万円 
44億5,373万円 

8,894万円 
3億8,189万円 
9億7,318万円 

111億7,320万円 

区分 
行政財産 
普通財産 
合計 

土地（面積） 
735,907.02㎡ 
　52,061.07㎡ 
787,968.09㎡ 

建物（延面積） 
154,427.92㎡ 

59.18㎡ 
154,487.10㎡ 

税目 

市民税
 個人 

 法人 
固定資産税 
軽自動車税 
市たばこ税 
都市計画税 
合計 

充当額 
5,475万円 
4,832万円 

5億8,489万円 
1億6,689万円 
1億1,833万円 

都市計画税充当事業 
街路事業 
公園事業 
下水道事業 
土地区画整理事業 
都市計画事業関連の市債償還 

前年度比 
1.4％増 
60.0％増 
1.1％増 
1.4％増 
12.7％増 
2.1％増 
4.6％増 

財政状況をお知らせします 財政状況をお知らせします 

実 質 赤 字 比 率  

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将 来 負 担 比 率  

早期健全化基準 

…企業の経営が黒字か赤字かを示す指標 

…財政健全化への取り組みが必要となる基準値 

資金不足比率  

経営健全化基準 
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平成23年度　決算状況 

一般会計 

特別会計 

会計名 

国民健康保険 

公共下水道事業 

土地取得 

介護保険 

後期高齢者医療 

合計 

歳入決算額 

56億3,723万円 

16億7,625万円 

180万円 

22億6,940万円 

5億2,711万円 

101億1,179万円 

歳出決算額 

52億1,650万円 

16億1,600万円 

180万円 

22億4,299万円 

5億2,506万円 

96億235万円 

企業会計 

区分 

収益的収支 

資本的収支 

収入 

11億2,681万円 

2億7,674万円 

支出 

10億4,602万円 

5億5,058万円 

水道事業 

●総務費（事務管理、庁舎管理、防災、選挙などの経費） 
・基幹系電算システム再構築事業 3,150万円 
・防犯対策費（夜間防犯パトロール等） 1,550万円 

●民生費 
（生活保護、医療、手当等の福祉、保育などの経費） 
・公立保育園運営に係る費用 11億8,644万円 
・児童手当および子ども手当費 15億6,150万円 
・生活保護扶助費 8億8,722万円 

●衛生費（保健、ごみ・し尿収集および処理、環境保全
充実のための経費） 
・住宅用太陽光発電施設設置補助事業 3,274万円 
・低公害車購入費補助事業 1,770万円 

●土木費 
（道路・橋・公園などの都市環境整備のための経費） 
・連続立体交差事業 2億2,500万円 
・知立駅周辺土地区画整理事業 6億6,882万円 
・市営住宅建設事業 2億3,346万円 

●消防費 
（消防、救急などに係る経費） 
・衣浦東部広域連合負担金 6億4,308万円 

●教育費 
（小・中学校の施設整備、文化会館などに係る経費） 
・文化会館指定管理委託料 2億4,720万円 
・市史編さん費 2,512万円 

歳入 
208億2,428万円 

（5.1％） 

歳出 
200億1,484万円 

（5.6％） 

市税  
111億7,320万円（4.6％） 

（　）内は対前年度増減率（△は減） 

市債 15億8,550万円（2.6％） 

地方消費税交付金 6億246万円（△2.7％） 

分担金および負担金  
3億1,493万円（0.1％） 使用料および手数料 1億9,160万円（△4.3％） 

県支出金  
13億1,342万円（6.1％） 

繰入金 1億7,503万円（△67.7％） 
その他 5億1,022万円（△7.0％） 地方交付税 4億6,102万円（161.6％） 

繰越金 8億5,969万円（17.4％） 

諸収入 8億148万円（12.3％） 

国庫支出金 28億3,573万円（13.3％） 

労働費 1,140万円（△3.7％） 
農林水産業費 9,461万円（△10.9％） 

民生費 79億5,903万円（5.9％） 

土木費 34億1,853万円（6.7％） 

教育費 21億2,563万円（1.6％） 

総務費 18億4,702万円（5.7％） 

衛生費 18億4,248万円（9.6％） 

消防費 6億5,894万円（4.9％） 
議会費 3億1,702万円（34.9％） 
商工費 2億5,946万円（△1.1％） 

公債費 14億8,072万円（0.8％） 

歳入と歳出の差し引きは8億944万円となり、 
平成24年度に繰り越しました。 

平成23年度も前年度に引き続き普通交付税の交付団
体となりました。 
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